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が出やすい「政治的エンパワーメント」で非常に高いスコアを出している。また次に差が出やすい「経済的参加度及び機会」でもスコアが高い。一方「教育達成度」と「健康と生存」では、首位アイスランドから一一四位の日本までの間ではほとんど差が出ていない。北欧諸国の中 は相対的に順位の低いデンマークは「政治的エンパワーメント」が足を引っ張っている。逆に上位に るルワンダ、ブルジン、ナミビア等のアフリカ発展途上国は、内戦の影響で男性が多数命を落とした結果、女性の政治家や従業員割合が多くなり、 「政治的エンパワーメント」と「経済的参加度及び機会」のスコアが高い。　
この統計は二〇〇六年から取られているが、その時もっとも男女平等に近い国とされた総合順位一位はスウェーデ






















本の評価は項目ごとに優劣がはっきりしている。読み書き能力、初等教育、中等教育（中学校、高校） 、平均余命の分野では、男女間に不平等は見られないという評価で昨年同様世界一位のランクであるが、労働賃金、女性政治家の数、女性管理職、 性教授、女性専門職、高等教育（大学、大学院）に占める女性の割合、女性国会議員数では 男女間に差が大きいとの評価で世界ランクがいずれも一〇〇位以下となった。その中でも最も低いのが女性の国会議員数で世界一二九位 ある。その他の項目でも 〇位を超えるランクは一つもない。全体順位が一一四位という結果は
G 
7諸国とロシアを含む八カ国の中でダントツの最下位である。中国も男女差別がある国のように見えるが、高等教


























































inherent difference ） 」という仮説もあると発言したが、
男女差別であるという批判を生み学長辞任に発展したこともあった。日本は、内閣府の男女共同参画事業で理科系女子（リケジョ）を増やそ としている。　
研究者に占める女性割合の国際比較を見てもアイスランドが四五・六％で一位、ポルトガル、エストニア、スロバ
キアが四〇％を超え、スペイン、ギリシャ、ノルウェー、イギリス。ポーランド、トルコ、スロヴェニア、イタリア、デンマーク、アメリカ、ベルギー、スウェーデン、チリ スイ 、アイルランド、フィンランド、ハンガリーが三〇％を超えている。日本は一五・三％と少 も教育分野の低い地位の原因になっている。日本においては研究者の就職難も問題になっており、その原因になるかもしれない。大学・大学院の教員総数に占める女性の割合は二三・七％で、教授等は一五・四％を占めるにすぎ い。それに比べて短期大学は教員総数に占める女性の割合が五二・二％、教授等も三七・五％である。なお女性教員割合は、小学校が六二 三％、中学校が四三・〇％、高等学校が、三一・七％である。教頭以上も小学校が二 ・三％ 中学校が八・四％、高等 校も八・一％であ の中学校の校長の占める女性割合は六 一 参加国平均は四九・四％であった 仕事時間も日本がダントツで週五五時間になっており、アジアの国は四〇時間を超える国もあるが、ヨーロッパの国は 〇時間未満が多数を占めてい　
教育におけるジェンダー平等を進める課題は、次の通りである。
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員や閣僚については、 「女性枠」を明示的にも受けない限り、選挙の結果を左右するような有効な手段はない。しかし日本では、例えば国会議員に男女別の選挙を行うという提案はおそらく受け入れられない。女性閣僚は第一次小泉純一郎政権（二〇〇一〜〇二年）が五名の女性を採用してから、女性を増やそうとする努力の跡は見られる。 （現在の第三次安倍晋三第二次改造内閣では二〇 中三名） 。今後も能力がある女性は民間人登用、企業幹部の方も、単に「女性枠」を設けるという発想ではなく「女性登用が企業の利益にとってプラスになるというロジックを開発、証明することが重要である、様々な視点があることで新規事業の成否の判断がより的確になる、不祥事を防ぐことができる、危機対応能力が高ま と言えるのではないだろうか。　
すでに「男女共同参画」の旗を掲げているのであるから、女性の活躍のためにはランキングを引き上げることが自




















































































































の自主的な取り組みが問われる。同法は男女が 策立案・決定に共同参画する機会の確保が「多様な国民の意見が的確に反映されるために一層重要」と意義付けた 衆参両院や地方議会 選挙で候補者を擁立する政党や政治団体に、衆参両院や地方議会の選挙で男女の候補者数を「できる限り均等」 するよう求める。目標 設定など自主的な取り組みも求める。国や自治体には、国内外の状況に関する実態調査、啓発活動などの「必要な施策」の策定・実施の泥区義務を課す。　
同法は二〇一五年に超党派議連（会長＝中川正春元文部科学相）が原案をまとめたが、一六年の自民党内の議論で
一時立ち往生した。伝統的家族感を重視する保守系議員らが「女性の社会進出が少子化を生んでいる面もある」 （西田昌司参議院議員）などの異論を唱えたためだ。男女同数だった条文は、自民党内合意を優先して均等と曖昧な表現に後退した。 「昨年の通常国会で成立の見通しだった 、森友学園問題などによる国会の混乱で持ち越され、秋の衆
大阪学院大学法学研究 2018（44‐2‐22）22
議院の解散で廃案となった。同法は自民党への影響が大きい。一七年衆議院選挙の女性候補者は全体で一七・七％（二〇九人）と過去最高だったが、自民党は八％（二五人）にとどまった。 「一強」で膨らんだ衆参四〇七議員の多くが男性で選挙区は男性現職で埋まっている。党幹部は「 『男女均等のために次の選挙に出るな』とはいえない」と指摘する。一方で候補公募の際に女性を優遇す 意識は浸透する」との見方も示した。　
難しさは野党も同じである。野党幹部な「育児・出産など女性が政界進出しやすい環境が整っていない」と漏ら





































































































































































ずは、本省課室長相当職の国家公務員の四・一％や都道府県における本庁課長相当職の職員が九・三％という割合を増やしていかなければならない。ドイツの第二次男女平等法やラントの女性優先法や男女平等法のような法律が必要なのではないのだろうか。民間企業においても課長級は一〇・三％、部長級については六・六％である 男女雇用機会均等法が一九八五年に出来てか 三三年たち、改正も 九九七年に行 て 。終身雇用や年功序列また長時間労働をし ければ昇進でい いよう システム 変えていかなければならないのではないだろうか。　
女性も資格をとる職業においては増えている。検察官で二二・九％、裁判官が二〇・七％、弁護士が一八・三％お
り、医師も二〇・四％、歯科医師が二二・二％ 薬剤師に至っ は六六・ ％を女性が占めている それに比べて大
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